

















































































































第五回 昭和８年 ６月 訂正
昭和８年 ６月 改版 ３
昭和９年 ６月 改版 １
第七回 昭和10年 ５月 改正 10
昭和10年 11月 修正 ２
昭和11年 ５月 改正 ２ 14
昭和11年 10月 改正 ３ １ ５
昭和11年 12月 訂正 ２ １
昭和12年 ５月 訂正 １
昭和12年 ７月 訂正 ３















昭和15年 ６月 訂正 ９
昭和15年 ８月 改正 ７ ４
昭和17年 ３月 訂正 １
昭和17年 ５月 改正 ２




















































































































































































































































記載表記 記載場所 正式名称 存続期間
修徳尋常小学校
新町通松原下
徳万町
京都市立修徳尋常小学校 明治41年～昭和16年
高島屋呉服店
烏丸通高辻下
薬師前町
高島屋飯田合名会社 明治42年～大正８年
株式会社高島屋呉服店 大正８年～昭和５年
加島銀行
烏丸通松原下
五条烏丸町
合資会社加島銀行京都支店 大正３年～大正13年
日本貯蔵銀行
烏丸通松原下
五条烏丸町
株式会社日本貯蔵銀行支店 大正５年～大正11年
大福火災
烏丸通松原下
五条烏丸町
大福海上火災保険株式会社京都支店 大正９年～昭和17年
安田銀行
烏丸通高辻下
薬師前町
株式会社安田銀行京都支店 大正12年～昭和20年
内国貯金銀行
烏丸通万寿寺
御供石町
株式会社内国貯金銀行京都支店 大正14年～昭和20年
市立第二高等小学校
高辻通室町西入
繁昌町
京都市立第二高等小学校 明治20年～大正15年
資料　「近代京都プロジェクト」編（2016）『近代京都の絵図・地図』佛教大学総合研究所．
　　　帝国興信所編（1920）『大正九年拾月　帝国銀行会社要録　第九版』帝国興信所．
　　　 京都市役所教育部学務課編（1929）『京都市学事要覧　昭和三年度』京都市役所教育部学務課．
注１　存続期間は、表中「記載場所」における存続期間を示す。
　２　 修徳尋常小学校は明治20年に尋常小学校と改称したが、高等尋常小学校であった明治37年４月
～41年３月をはさんで明治41年４月から再び尋常小学校になった。ここでは大正期を対象とす
るため、修徳尋常小学校は明治41年からの校名とした。
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　NE59図で注目したい点は「京都医科大学」である。京都帝国大学医科大学は明治32年に設置
され、大正８年２月に大学令改正により京都帝国大学医学部に組織変更されている（31）。また、
NE60図（図３、右）には吉田中大路町に「私立武術専門学校」が記載されている。武術専門学
校は大日本武徳会が明治38年10月に武術教員養成所を設立したことに始まり、明治44年９月に
武徳学校、明治45年１月に武術専門学校、大正８年２月に武道専門学校と変遷している（32）。医
科大学と武術専門学校はともに大正８年２月に組織変更や校名の改称を行っているが、NE59図
やNE60図は改称以前の校名をそのまま記載していることから、それらの記載時期は明治45年
１月以降、大正７年度中あるいはそれ以前でなければならないのである。
　以上、SW02図・SE30図、NE59図・NE60図について文字で表記された情報の記載可能な年
代を検討してきた。その結果は以下のとおりである。
SW02図：①明治45年以降、大正11年以前、②大正14年以降
SE30図 ：①大正２～９（10）年、②大正９～15年
NE59図 ：①明治32年以降、大正７年度中あるいはそれ以前、②大正７年以降
NE60図 ：①明治45年１月以降、大正７年度中あるいはそれ以前、②大正７年以降
　もちろんこれらによって文字情報の記載年代が確定できるわけではない。しかし、大正８年
以降に初めて作成されたあるいは修正された編入地域の旧版図よりもさらに古い大正７年度中
あるいはそれ以前の情報を記載した旧版図の存在が確認できた。本稿の目的に照らせば、それ
によって旧市域の旧版図の作成時期が大正７年以前にさかのぼる可能性を見出したことに意味
があると言えよう。
?????????? ????
????????????????? ?????????????
図３　吉田地区を記載した部分図①（左：NE59、右：NE60）
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３　歴彩館版索引図の検討
（１）修正された索引図
　前章で確認したように、京都市明細図の部分図は大正７（1918）年に編入された隣接町村を
含み、旧町村域の大字・小字による地名は改められて町名になっていた。各部分図の位置を示
す索引図には部分図の範囲を囲みこむように二点鎖線が引かれている。その二点鎖線を境にし
て京都市域と宇治郡山科村、紀伊郡深草村・上鳥羽村・吉祥院村、葛野郡西院村・太秦村など
が接し、市町村界の部分変更で編入された上鳥羽村・西院村・上賀茂村の一部が二点鎖線の内
側に位置し、「上鳥羽・西院・上賀茂」と記載されている。以上の点から、この二点鎖線が隣接
町村編入後の新市界であることは間違いない（図４）。
　また、地図の景観年代を考えるうえで大きな手掛かりになっていた市電等の鉄道の敷設状況
を見ると、大正14（1925）年11月以降の状況であることがわかる（図４）。三大事業としての市
電事業は大正２（1913）年に終了し、第２期の市電工事で延伸した路線は今出川通以北の烏丸
線と寺町今出川から四条河原町までの河原町線であった。索引図では烏丸線が烏丸車庫および
北大路橋西詰まで、河原町線は河原町丸太町まで記載されている。烏丸線の北進は大正12
（1923）年中のことであり、河原町線が丸太町通りまで南進し、開業したのは大正13（1924）年
10月１日のことであった。河原町線の延伸に伴って行われた寺町線の廃止状況を見ると、大正
13年９月30日に廃止になった寺町今出川～寺町丸太町間に市電の軌道はなく、大正15（1926）
年７月14日に廃止となる寺町丸太町～二条木屋町間が記載されている。ただし、索引図には大
正15年３月７日廃止の烏丸下立売～堀川下立売間の軌道が記載されていない。
　京都市電以外の鉄道の敷設状況を見ると、京都駅から北西に向かう京都線（現・山陰線）、京
都駅から東に直進する現行の東海道線と奈良線に編入された旧東海道線、出町柳を起点とする
叡山電鉄線、四条大宮を起点とする嵐山電鉄本線および北野支線、三条川端と大津を結ぶ京津
電気軌道線、鴨川東岸を走る京阪電鉄線などがある。このうち、京都線・嵐山電鉄本線・京阪
電鉄線の開業は明治時期のことであり、京津電気軌道の開業も大正初年のことである。それに
対して東海道線の東進・旧東海道線の奈良線編入は大正10（1921）年、叡山電鉄の開業は大正
14年９月、嵐山電鉄北野支線の開業は大正14年11月である（33）。
　さらに、索引図で注意をひくのはNW索引図の「京都監獄跡」という記載である。京都監獄
は明治30年代中期に司法省管轄下の機関として設置された（34）もので、大正11（1922）年に京都
刑務所と改称し（35）、昭和２（1927）年１月に山科に移転している（36）。したがって、「京都監獄」
と記載できるのは大正11年以前であり、「跡」と記載できるのは昭和２年以降になる。また同じ
NW索引図には京都監獄跡の南側に「第二高等女学校」を記載している。この「第二高等女学
校」とは京都市立第二高等女学校で、大正11年４月に高辻室町西入ルで開校し、昭和３（1928）
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年３月に京都市立二条高等女学校と校名を変更して、翌４月に千本通二条上ル主税町に移転し
た（37）。索引図が記載する女学校の位置は主税町である。校名の変更は行われていないが、昭和
３年の校地移転が記録されている。
　大正10年、12年、13年、14年に起きた大正７年以降の鉄道路線の変化によっていつ索引図が
???
???
??? ???
????
??????
??????
? ?
?
?
?
? ???
?
??????????
??????
????????
??????
?
????
?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ? ?
?
?
?
?
?
?
??????????
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
?
?
?
?
?
???
???
???
???
? ??
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
????
??
?? ??
??
??
??
??
??
???
???????????????????
図４　京都市明細図索引図記載の鉄道路線
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修正されたか検証することは困難である。ただ、大正10年代になっても索引図が修正され、昭
和２・３年に起きた出来事をうけた記載があることは、索引図が旧版図の全面修正が終わった
後にも修正され、使用され続けていたことを示している。
（２）大正７年以前の記録
　前節の検討結果は索引図といえども京都市明細図部分図と同様に修正されてきたことを示し
ている。ここまでの検討は大正７年の隣接町村編入後の市界が記載されていることにより大正
７年を出発点としてきたが、大正７年あるいは編入域で上水道工事が開始された大正８年以降
に京都市明細図が作成されたとすると、索引図にはそれと時期を異にする記載がいくつかある。
　その一つ目は、部分図の収載範囲を示す境界線（一点鎖線、太線）とは別に細い破線で囲い
込み、それぞれに括弧書きの番号が記載された区画が描かれていることである。破線は吉田や
柳原・衣笠などにも引かれているが、一部に記載されていないか、他の線と重複し読み取るこ
とができない部分があるため、不完全なものである（図５）。しかし、区画内に記載された数字
は三条通を境にして北側に１から33まで、南側に１から32までになっている。これは上京区・
下京区の元組名を示したものである。上京区の元組は34組まであったが、上京区34組を示す数
字は記載されていない。また、下京区の元組は32組で、索引図と一致している。
　二つ目は、元組名が記載された旧市域では街路名の記載はあっても町名の記載がまったくな
いのに対して、編入地域には旧町村名やその大字・小字が記載されている点である。旧村名と
はNW索引図の「田中・下鴨・鞍馬口・白川」、SE索引図の「東九条・柳原」である。「田中」
は旧村名であるとともに「高野河原」（NE索引図中では、高野と表記）と旧田中村を構成した
大字でもあった。しかし、それ以外の５ヶ村には大字がなかった（38）。編入後の旧鞍馬口村域は
「出雲路」を冠した町名に、旧白川村域は「北白川」と表記される（39）が、索引図中のはそのよ
うな記載はなく、下鴨・東九条・柳原も独立して記載されていることから、旧村名が大字的な
位置づけ記載されたものであろう。一方で、編入以前の朱雀野村・大内村・衣笠村・七条村の
村名に該当するものは見当たらない。旧衣笠村域の「等持院・大将軍」、旧朱雀野村域の「西ノ
京」（ともにNW索引図）、旧大内村域の「中堂寺」、そして旧七条村域の「西七条」（ともにSW
索引図）などは旧村の大字である。
　索引図中の小字には大字名を冠して町名として残った小字名と、町名にも残らなかった小字
がある。NE索引図の「神楽」（旧鞍馬口村）は編入後に「出雲路神楽町」と変更され、SW索
引図の「南田」は編入後に「西九条南田町」になっている（40）。一方で同じSW索引図中の「来
正」は町名としても残っていない。「来正」とは葛野郡七条村唐橋字来正で、編入後に下京区唐
橋羅城門町になった（41）。「来正」のように町名にならなかった旧町村の小字はSW索引図には他
に「出屋敷」があり、NW索引図には「方坂」や「西條田」（正しくは、西一條田）（42）、NE索
引図の「追分」や「山副」、「上河原」などが見出せる。このように京都市編入後に使用されな
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かった小字が多数記載されているという事実は、それが編入以前に記載されていたことを示し
ている。以上のように索引図に記載された地名からみれば、索引図に描かれた景観年代は大正
７年４月１日の隣接町村編入の前のさかのぼることは明らかである。大正７年４月に下鴨上河
原（大正７年４月以降は賀茂半木町）に移転した府立京都農林学校（43）が索引図に記載されてい
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図５　歴彩館版記載の元組と字地名
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ないこともそれを裏づけるものであろう。
　しかし、大正７年３月以前というだけでは京都市明細図の作成時期としては曖昧である。そ
こで、最後に作成時期の下限（44）について触れておきたい。繰り返し修正が行われた索引図の中
に残された数少ない手がかりの一つが「蚕業講習所」（NW索引図）という記載である（図６）。
京都蚕業講習所は明治32（1899）年に設立され、大正２（1913）年に農商務省から文部省に移
管された後、大正３（1914）年３月に京都高等蚕業学校と名称を変更している（45）。この点か
ら、NW索引図の景観年代は大正３年３月以前（大正２年度以前）と考えられるのである。ま
た、SE索引図を見ると、京阪電鉄の軌道が五条通で止まり、三条～五条間の軌道が記載されて
いない（図５）。京阪電鉄が大阪～五条間の運行を開始したのは明治43（1910）年４月で、三条
まで延伸し営業を開始したのは大正４（1915）年10月下旬のことである（46）。京阪電鉄の三条～
五条間の軌道が記載されていないことと、蚕業講習所の設置期間の上限である大正３年３月以
前とは矛盾しない。したがって、京阪電鉄の大阪～五条間の営業が開始された明治43年４月を
下限とすれば、現存する索引図の最も古い景観年代は、明治43～大正３年になる。それは直ち
に索引図の成立を意味するものではないが、現時点では索引図の成立、そして京都市明細図と
呼ばれている集成図の成立がこの時期まで遡る可能性を考えておかなければならない。
　また、この明治43～大正３年３月は京都市の三大事業の実施期間を含み、大正２年以降は京
都市長が市会に対して第二期事業や大正天皇御大典の準備について提案を行い、市会で論議さ
れている時期でもある（47）。三大事業の中で最も早く進んだのは第２次琵琶湖疏水工事と上水道
事業である。すでにみたように上水道事業は明治39（1906）年に開始されているが、明治40
（1907）年に京都市は対象地域の測量を実施している。
資料２　土地立入許可申請書（明治40年）（48）
京都市甲第五四九號
　　　　　　　　　　　　　　　土地立入許可申請書
本市上水道布設工事施工準備ノ爲メ本月ヨリ來ル四一年三月迄左記市村内ニ立入リ土地測
量仕度候ニ付御許可相成度此段申請候也
　　明治四十年四月十五日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市參事會
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市長　西郷菊次郎
　　　　京都府知事大森鐘一殿
　　　　　　左　記
　一　京都市一圓
　一　紀伊郡東九条村一圓
　一　愛宕郡田中村一圓
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　一　葛野郡朱雀野村一圓
資料３　京都府指令第二四六八號（49）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京　　　都　　　市
明治四十四年四月十五日市甲第五四九號申請上水道布設工事準備ノ爲メ土地立入測量ノ件
許可ス
　　明治四十四年四月十九日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府知事　大　森　鐘　一
　『京都市三大事業誌　京都市水道図譜』によれば、上水道は明治末期の京都市街地全域に及ん
でいる。このことから京都市全域の測量は確実に実施されたものと思われる。東九条村以下の
三ヶ村についても一円の測量許可を得ているが、測量をどこまで実施したかは明らかではない。
　上水道工事に続く道路の拡幅と市電軌道の敷設工事で測量が行われたという記録は現時点で
は見出せない。また、明治末期から大正初期にかけて実施されたさまざまな事業と京都市明細
図が関わりをもつものか否かも、現時点では資料が乏しく検討することが難しい。しかし、京
都市では三大事業期に大縮尺図の作成が可能な条件が整っていたと言えるかもしれない。
おわりに
　本稿では歴彩館版京都市明細図を考察対象として、京都市明細図が時間的に異なる事象を混
在させながら更新されてきたという特徴を利用して、本稿で言う旧版図および索引図に記載さ
れた情報に基づいて当該図の作成時期を遡及的に検討してきた。その中で明らかになった点は
以下の三点に要約できる。
① 　京都市三大事業の一つである上水道整備とそれにともなう消火栓の設置から、大正７
年４月１日に編入された隣接町村域の現存する部分図は、大正８年に開始された上水道
整備工事の進捗に合わせて作成されたと考えられる。
② 　隣接町村編入前の京都市域に該当する部分図は大正７年が月以前に作成されていたと
考えられ、隣接町村域の部分図も索引図に記載された情報から大正７年３月以前にすで
に作成されていたと思われる。
③ 　索引図に記載された最も古い情報は明治43年４月～大正３年３月のもので、これを下
限として京都市明細図の原型（原・京都市明細図）が作成されたか、あるいはすでに存
在していた可能性がある。
　上記の①および②は歴彩館版の表紙に記載された「火災保険協会京都地方会製」の意味につ
いて答えを導き出してくれる。すなわち、原・京都市明細図は大日本火災保険連合会京都地方
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会設立以前に存在しており、「製」は同地方会自身による作成ではないということである。した
がって、この「製」の一字は編製の意味で理解するほうが適切である。
　また、③の明治43年４月～大正３年３月は三大事業が実施され、第二次事業が計画された時
期と重なっているが、それらと原・京都市明細図とのかかわりを示す証拠はない。しかし、三
大事業の中で最初に実施された上水道整備に当たって、京都市は全市域と隣接する村の測量を
行っている。測量の実施が直ちに地図の作製に結びつくというわけではないが、大縮尺図を作
成する環境はあったと言えよう。
　なお、歴彩館版の表紙中に「郵便受取所」と明治30年代末にまでさかのぼる記載があり、明
治30年の京都市内測量実施の公告（50）もある。本稿にはそれに立ち入る余裕はないが、京都市の
大縮尺作成の歴史を探るうえでは、これらの点も注意しておくべきことかもしれない。
〔注〕
（１） 歴彩館版、長谷川家版ともに、京都市明細図は「近代京都オーバーレイマップ」で閲覧でき、京都府立京
都学・歴彩館「京の記憶アーカイブ」でも歴彩館版の部分図一枚一枚が閲覧可能である。また、歴彩館お
よび長谷川家所蔵の図を区別して歴彩館本・長谷川家本と表記する論考もあるが、歴彩館所蔵図には火災
保険特殊地図としての情報が追記され、あるいは修正されているだけであって、基本的に図の内容は同一
である。そこで、本稿では歴彩館版・長谷川家版と表記する。
（２） 刊行時期については昭和２年と特定した見解と昭和２年に近い時期とする見解がある。前者は、赤石直
美・瀬戸寿一・矢野桂司・福島幸宏（2011）「近代京都 GIS データベースを用いた土地利用・所有の比較
分析」人文地理学会大会研究発表要旨2011、43頁、赤石直美・瀬戸寿一・矢野桂司・福島幸宏（2011）
「『京都市明細図』のGISデータベース構築と近代京都の都市的土地利用」日本地理学会発表要旨集2011、
100132頁、赤石直美・瀬戸寿一・矢野桂司・西川祐子・福島幸宏（2012）「『京都市明細図』を用いた占
領期京都研究の可能性」日本地理学会大会発表要旨集2012、100194、などがある。また、後者について
は、福島幸宏・赤石直美・瀬戸寿一・矢野桂司（2012）「『京都市明細図』を読む─いくつかの素材の提示
として─」（平成23年度京都府立大学地域貢献型特別研究（ACTR）研究成果報告書『メディアに描かれ
た京都の様態に関する学際的研究』所収）、53～61頁、山近博義（2015）「京都市明細図の作製および利
用過程に関する一考察」大阪教育大学紀要第Ⅱ部門第64巻第１号、25～42頁、がある。
（３）前掲（２）、山近博義（2015）を参照。
（４）滝谷善一（1932）『保険研究　第二巻』宝文館、316頁、320頁（国会図書館デジタルコレクション）。
（５）索引図には手書きにより SE46が追加されている。
（６）近代京都プロジェクト編（2016）『近代京都の絵図・地図』、佛教大学総合研究所、105頁。
（７） 京都市編（1976）『京都の歴史　８　古都の近代』学藝書林、460～461頁・図145による。なお、以下の
京都市電各線の営業開始年月日についてはすべて当該図による。
（８） 前掲（６）、123頁の図９および125頁の図11。渡邊秀一（2019）「1910年代における京都市中心部の土地
利用」鷹陵史学45、26～27頁。
（９） 渡邊秀一（2017）「大正期京都における企業分布」、佛教大学総合研究所共同研究成果報告論文集３号、１
～18頁。
（10）京都市水道局編（1937））『昭和十一年度　水道事業年報』京都市水道局、１～２頁。
（11）近代京都プロジェクト編（2016）『近代京都の絵図・地図』佛教大学総合研究所、156頁。
（12） 商工省編（1931）『全国工場通覧　昭和四年末現在』日刊工業新聞社、621頁（国会図書館デジタルコレ
クション）。
（13）京都市学区調査会編（1937）『京都市学区大観』京都市学区調査会、206～207頁。
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（14） 大正２年６月30日官報275号／大蔵省令第24号（国会図書館デジタルコレクション）。以下、官報は国会
図書館デジタルコレクションによる。
（15） 専売局編（1927）『専売史　第二巻』専売局、17・24頁（国会図書館デジタルコレクション）。日本専売
公社京都工場編（1982）『京都とたばこ～京都工場のあゆみ～』日本専売公社京都工場編、24頁。
（16） 大正９年６月30日官報第2373号／大蔵省告示第113号に「京都専売支局ヲ大正九年七月一日京都府京都市
下京区中堂寺命婦町壹番地ニ移ス」とある。
（17）大正10年７月１日官報第2675号／大蔵省令第25号。
（18）前掲（15）、日本専売公社京都工場編、28～29頁。
（19）前掲（15）、日本専売公社京都工場編、28～29頁。
（20）大正２年６月30日官報275号／大蔵省令第24号に「『専売局製造所』ヲ『専売支局』ニ改ム」とある。
（21） 農商務省商工局工務課編（1921）『工場通覧　大正十年十壹月』日本工業倶楽部、551頁（国会図書館デ
ジタルコレクション）。同書には大正９年１月１日現在として合名会社中木捺染工場が記載されている。
前年の『工場通覧』（国会図書館デジタルコレクション）には大正８年１月１日現在として「中木染工場　
下京区西洞院通四条上ル蟷螂山町」とあるため、合名会社への組織変更とともに中堂寺坊城町へ移転した
と考えられる。
（22） 前掲（13）、103～104頁。なお、大内第二尋常小学校については、大内尋常小学校の分教場として出発し
た経緯から、校舎の建設等の詳細は大内小学校の項に記載されている。
（23）大正４年10月22日官報第968号／逓信省告示第844号（国会図書館デジタルコレクション）。
（24）前掲（13）、170～171頁。
（25）前掲（13）、365～366頁。
（26）前掲（15）、専売局編（1927）、17・24頁。
（27）前掲（15）、専売局編（1927）、17・23頁。
（28）前掲（15）、専売局編（1927）、17・23頁。
（29）京都中央電話局編（1914）『大正３年改　京都電話番号簿』（京都府立京都学・歴彩館所蔵）。
（30）角川「日本地名大辞典」編纂委員会編（1982）『角川日本地名大辞典　26上　京都府』角川書店。
（31） 京都帝国大学編（1919）『京都帝国大学一覧　自大正七年　至大正八年』京都帝国大学、５頁および15～
16頁（国立国会図書館デジタルコレクション）。
（32） 大日本武徳会武道専門学校編（1927）『大日本武徳会武道専門学校一覧　昭和二年』大日本武徳会武道専
門学校、２～３頁。
（33）京都市編（1976）『京都の歴史　10　年表・事典』學藝書林。
（34） 明治35年官員録に監獄の記載はないが、明治37年の『官員録』（国会図書館デジタルコレクション）には
京都監獄の官員が記載されている。
（35）大正11年10月14日官報第3063号／大正11年10月13日勅令第43号、監獄官制改正・別表。
（36）昭和２年１月20日官報第17号／昭和２年１月19日勅令第１号。
（37）前掲（13）、190頁。
（38）前掲（30）。
（39）前掲（30）。
（40）前掲（30）。
（41）前掲（30）。
（42） 稲津近太郎（1912）『京都市及接続町村地籍図附録　第参編　接続町村之部』京都地籍図編纂所、60～61
頁。
（43）前掲（13）、211～212頁。
（44） ここでは京都市明細図が異なる年代の出来事を残したまま修正されている部分があることを踏まえ、時間
的順序で先行する出来事に後発の出来事を積み重ねて層をかたちづくっているととらえている。
（45） 京都高等蚕業学校編（1915）『京都高等蚕業学校一覧　自大正三年至四年』京都高等蚕業学校、１～３頁
（国会図書館デジタルコレクション）。
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（46）前掲（33）。
（47）京都市総務部総務課編（1942）『京都市政史　上巻』京都市役所、160～173頁。
（48）京都市編（1912）『京都市三大事業誌　水道編第二集』京都市、７頁。
（49）前掲（49）、８頁。
（50） 京都市内の測量については明治30年９月の京都市公告にもある（松井深通編（1898）『衛生法規要覧』、
192頁。）。それがどの範囲で行われたのかなど詳細は不明である。
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